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株主各位
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　 　 証券コード　3372
　 　 平成25年６月10日

株主のみなさまへ　  

　 　 大 阪 市 西 区 北 堀 江 二 丁 目 ３ 番 ３ 号

　 　 株 式 会 社 関 門 海
　 　 代 表 取 締 役 社 長 田 中 　 正

第25期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第25期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年６月24日（月曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月25日（火曜日）午前11時

２．場 所 大阪市住吉区住吉二丁目９番89号

  住吉大社吉祥殿１階「明石の間」
（開催場所が前回と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」

をご参照ください。)

３．目 的 事 項  

 報 告 事 項 １．第25期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

  ２．第25期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）
計算書類報告の件

　 決 議 事 項  

　 第１号議案 定款一部変更の件

　 第２号議案 取締役３名選任の件

　 第３号議案 監査役２名選任の件
以　上


・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
・資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。
・株主総会参考書類、事業報告及び連結計算書類並びに計算書類に修正が生じた場合は、修正後
の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kanmonkai.co.jp/）に掲載させて
いただきます。

【お知らせ】
　第25期定時株主総会の決議内容につきましては、株主総会終了後、当社ウェブサイトに掲載さ
せていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

(平成24年４月１日から)平成25年３月31日まで
　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等によ

り緩やかな回復傾向が見られ、円高解消による景気回復へ国内経済は明る

い兆しが見えつつありますが、雇用情勢、所得環境は依然として厳しく、

個人消費の伸び悩みが続いております。

外食産業におきましても、個人消費者の節約志向の定着により、顧客確

保のための企業間競争がさらに激化するなど、企業を取り巻く経営環境は

引き続き厳しい状況となっております。

このような状況のもと、当連結会計年度は、前期から引き続き「玄品ふ

ぐ」事業への原点回帰を柱とした収益体質の確立を行うべく、マーケティ

ングや販売促進活動の抜本的な見直し、新商品の開発、閑散期の需要拡大

等、事業全般の収益力の強化を図ってまいりました。

当連結会計年度における主力事業である「玄品ふぐ」につきましては、

当期からスタートした夏季メニュー「焼福セット」や、単品商品・ドリン

クメニューの充実を行うとともに、冬季の繁忙期に向けてグランドメニュ

ーの全面リニューアルや、早期特典による宴会需要の確保、天然とらふぐ

コースの強化など、顧客のニーズに合わせた積極的な施策を実施いたしま

した。また、店舗従業員の研修を一新し、商品知識や品質管理能力の向上、

店舗空間や設備の改善、接客を基礎から再研修するなど、お客様に喜んで

いただける接客、また食べたくなる料理の提供、また来たくなる店づくり

等、全従業員の意識改革による店舗現場力を強化いたしましたことにより、

「玄品ふぐ」の既存店舗は前年を上回る売上高となりました。

当連結会計年度末における直営店舗は前連結会計年度末から２店舗減少

し46店舗（関東地区28店舗、関西地区14店舗、その他４店舗）となり、そ

の結果、当連結会計年度の直営店舗の売上高は3,055百万円となりました。

また、フランチャイズ店舗数は前連結会計年度末から１店舗増加し39店舗
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（関東地区22店舗、関西地区17店舗）となり、フランチャイズ事業に関連

する当連結会計年度の売上高は、とらふぐ等の食材販売、ロイヤリティ等

により626百万円、フランチャイズ店舗における店舗末端売上高は1,582百

万円となりました。

「玄品ふぐ」以外のその他の店舗につきましては、子会社である株式会

社関門福楽館が運営を行っている壇之浦パーキングエリア内の商業施設で

は、新商品の導入、顧客満足度向上を第一にしたエリア運営を行っており

ますが、売上高はほぼ前年並みとなりました。株式会社だいもんが運営す

る回転寿司「すし兵衛」につきましては、メニューの改善や店舗に合わせ

た販売促進活動の見直しを行うことにより売上回復を図っておりますが、

依然厳しい状況が継続しております。また、当社におきましても新規業態

として好評いただいておりました「ふぐ・かに専門　玄品」への業態変更

を２店舗実施いたしました。その結果、その他の外食店舗の店舗数等は前

連結会計年度末から３店舗減少し19店舗となり、当連結会計年度のその他

の店舗の売上高は1,941百万円となりました。

以上の結果、直営店舗及びフランチャイズ店舗を合わせた当連結会計年

度末における店舗数等は前連結会計年度末から４店舗減少し104店舗とな

り、当連結会計年度の売上高は5,624百万円、営業利益は87百万円、経常

利益は57百万円となりました。また、当連結会計年度に店舗閉鎖損失によ

る特別損失64百万円等を計上したこと等により、当期純利益につきまして

は15百万円となりました。

なお、前連結会計年度は決算期変更（11月30日から３月31日）に伴い４

ヵ月の変則決算となったため、本文中の記載については、業績の前期比較

を記載しておりません。

　

②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は58百万円であります。

その主なものは、既存店舗の改装・改修等であります。また、平成24年８

月31日付けにて、賃貸物件として使用しておりました当社の八尾商品セン

ター（大阪府八尾市）を売却しております。

　

③　資金調達の状況

平成24年５月31日を払込期日とする第三者割当による普通株式の発行に

より500百万円の資金調達を行っております。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区 分
第22期

(平成22年11月期)
第23期

(平成23年11月期)
第24期

(平成24年３月期)

第25期
(当連結会計年度)
(平成25年３月期)

売 上 高 9,038,758 7,231,981 2,845,723 5,624,247

経常利益又は経常損失(△) △118,088 △48,653 544,714 57,727

当期純利益又は当期純損失(△) △890,837 △775,965 484,980 15,539

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又は当期純損失(△) (円)

△14,921.90 △12,993.19 7,948.46 176.89

総 資 産 6,539,713 4,576,355 5,073,117 4,665,286

純 資 産 42,094 △781,955 △264,646 253,283

１株当たり純資産額(円 ) 230.10 △13,545.48 △4,786.12 2,411.57

(注)１．１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数に基づき算出

しております。

２．第24期は、決算期変更により、平成23年12月１日から平成24年３月31日までの４ヵ月間

の変則決算となっております。

　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社関門福楽館 30百万円 100.0％
壇之浦パーキングエリア内
の商業施設の運営

株 式 会 社 だ い も ん 85百万円 100.0％ す し 兵 衛 の 運 営
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(4) 対処すべき課題

①　主力業態である「玄品ふぐ」の業態競争力の向上

「玄品ふぐ」の店舗運営強化、新商品の開発、マーケティング方法の見

直し等により業態競争力の向上を図り、強固な収益基盤を確立してまいり

ます。

　

②　不採算店舗・事業の収益改善

当社グループの重視する売上高営業利益率が低い要因としまして、不採

算店舗・事業の存在があげられます。高い利益率へと回復するためには、

それぞれの店舗の特性を的確に捉えた施策を実施することにより、売上高

の増加による収益改善を図りつつ、本部コストの効率的な使用の徹底によ

るコントロールが必須であります。また、収益改善が見込めない店舗や事

業につきましては、早期に売却・撤退を図ってまいります。

　

③　財務体質の改善

平成24年５月に実施した第三者割当増資及び業績の改善により、当連結

会計年度末において債務超過を解消することができました。しかし、依然

として当社グループの財務体質は脆弱な状況にあることから、引き続き、

当社グループは原点回帰の事業方針のもと、業績の改善、在庫の圧縮によ

る営業キャッシュ・フローを確保しつつ、財務体質の改善を目指してまい

ります。

　

(5) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

①　「玄品ふぐ」等の専門飲食店の店舗展開、新規開発業態の運営、フラン

チャイズ本部の運営、パーキングエリア内の商業施設の運営等

　

②　暖簾分け店舗や業務提携先への食材販売及びその他の事業
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(6) 主要な事業所（平成25年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

　本社　　　大阪市西区北堀江二丁目３番３号

　東京本部　東京都中央区日本橋茅場町一丁目９番２号　稲村ビル９階　

　

②　主要な子会社の事業所

　株式会社関門福楽館　　　本社　　　　　　　　大阪市西区

　株式会社だいもん　　　　本社　　　　　　　　神奈川県小田原市

　

③　当社グループ店舗

＜直営店舗＞

東日本地区店舗 西日本地区店舗

都道府県名 店舗数（店） 都道府県名 店舗数（店）

東日本地区 41 西日本地区 24

北海道 1 愛知県 2

東京都 24 三重県 1

神奈川県 10 大阪府 18

千葉県 1 兵庫県 2

埼玉県 5 山口県 1

＜フランチャイズ店舗＞

東日本地区店舗 西日本地区店舗

都道府県名 店舗数（店） 都道府県名 店舗数（店）

東日本地区 22 西日本地区 17

東京都 12 大阪府 13

神奈川県 7 兵庫県 3

千葉県 3 京都府 1

　



2013/05/28 13:36:15 ／ 13913800_株式会社関門海_招集通知

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

－ 7 －

(7) 使用人の状況（平成25年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況　　　　　　　　　　　　　  161名

　（注）使用人数にはパート社員は含まれておりません。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

138名 13名減 37.2歳 4.44年

(注) 使用人数にはパート社員は含まれておりません。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,115,414千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 914,327千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 462,353千円

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 346,755千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 301,679千円

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　該当事項はありません。
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２．会社の現況

（1）株式の状況（平成25年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 普通株式 239,999株

　 Ａ種優先株式 1株

②　発行済株式の総数 普通株式 93,070株

（自己株式3,020株を除く）

　(注)平成24年５月31日を払込期日とする第三者割当増資の実施により、発行済株式の総数

が31,750株増加しております。

③　株主数 普通株式 6,849名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 椿 台 30,466株 32.73％

株式会社ヤタガラスホールディングス 24,048株 25.84％

波 戸 淳 司 5,102株 5.48％

関 東 財 務 局 4,423株 4.75％

ビーエヌワイエム エスエーエヌブイ ビ

ーエヌワイエム クライアント アカウン

ト エムピーシーエス ジヤパン

1,295株 1.39％

宮 下 宜 子 651株 0.70％

マ ネ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社 464株 0.50％

淺 野 省 三 422株 0.45％

八 藤 　 眞 400株 0.43％

橋 本 　 省 400株 0.43％

(注)１．当社は自己株式3,020株を保有しておりますが、上記大株主には記載しておりません。

２．持株比率は、自己株式（3,020株）を控除して計算しております。

３．当社は普通株式のみを発行しておりますので、上記持株数は株主の有する普通株式の数

を記載しております。
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（2）新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成25年３月31日現在）

発 行 決 議 の 日
平成16年
２月25日

平成16年
11月29日

平成18年
４月19日

平成20年
２月19日

平成21年
２月19日

新株予約権の数 59個 20個 130個 150個 100個

目的となる株式の数 236株 80株 130株 150株 100株

新株予約権の発行価額 無償 無償 無償 無償 無償

行使価額(１株当たり) 12,500円 15,000円 212,000円 101,640円 86,946円

行 使 期 間

自　平成18年

４月１日

至　平成26年

２月24日

自　平成18年

11月30日

至　平成26年

11月28日

自　平成20年

５月１日

至　平成28年

２月23日

自　平成22年

３月１日

至　平成29年

１月31日

自　平成23年

３月１日

至　平成26年

２月28日

取 締 役
(社外取締役を除く)

２名 ２名 ２名 ３名 ３名

社 外 取 締 役 －名 －名 －名 －名 －名

監 査 役 －名 －名 －名 －名 －名

(注）平成20年２月19日発行決議に係るストック・オプションの権利行使期間につきましては付与

対象者との個別契約上は、平成22年３月１日から平成25年１月31日までとなっております。

　
②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。
　
③　その他新株予約権等の状況（平成25年３月31日現在）

　　平成23年10月19日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権

新株予約権の数 450個

目的となる株式の種類と数
普通株式　12,600株

（新株予約権１個当たり28株）

新株予約権の発行価額 新株予約権１個当たり6,500円

新株予約権の行使期間 平成23年11月８日から平成25年11月７日まで

行使価額及び行使価額の

修正条件

当初の行使価額（１株につき42,180円）

行使価額は、本新株予約権の各請求にかかる通知を当社が受領し

た日の直前金曜日の当社普通株式の終値の90％に相当する金額

（１円未満切り上げ）に修正されます。但し、かかる修正後の行

使価額が上限行使価額（84,360円）を上回る場合には、行使価額

は上限行使価額とし、下限行使価額（21,090円）を下回る場合に

は、行使価額は下限行使価額とします。

その他 譲渡制限条項及び行使制限条項あり
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（3）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成25年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 田 中 　 正
㈱だいもん代表取締役社長
㈱富士水産代表取締役社長

取 締 役 大 　 村 　 美 智 也
営業本部長
㈱関門福楽館取締役
㈱だいもん取締役

取 締 役 本 多 正 嗣 調達物流本部長

常 勤 監 査 役 阿 井 公 宗 　

監 査 役 淺 野 省 三
弁護士
淺野齋藤共同法律事務所共同代表

監 査 役 玉 置 和 則 　

(注)１．監査役阿井公宗氏は、平成24年６月26日付けで、㈱プリンシバル・コーポレーション非

常勤監査役を退任しております。

２．監査役淺野省三氏、監査役玉置和則氏は社外監査役であります。なお、監査役玉置和則

氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており

ます。

　

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

波 戸 淳 司 平成24年10月３日 辞任
取締役副社長
経営戦略室長

笹 嶋 邦 則 平成24年10月３日 辞任
社外取締役
アイマッチング㈱代表取締役

辰 巳 英 城 平成24年10月３日 辞任
社外監査役
辰巳英城会計事務所代表

(注)辰巳英城氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。
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③　取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

５名
（１名）

8,106千円
（1,206千円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

４名
（３名）

10,566千円
（5,406千円）

合 計 ９名 18,673千円

(注)１．上記には平成24年10月３日付けで辞任により退任した取締役２名及び監査役１名を含ん

でおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成11年１月20日開催の第10期定時株主総会において年額200,000

千円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成16年11月29日開催の臨時株主総会において年額30,000千円

以内と決議いただいております。

５．取締役のストック・オプションの報酬限度額は、平成20年２月28日開催の第19期定時株

主総会において、年額60,000千円以内（うち社外取締役は年額3,000千円以内）と決議い

ただいております。

　

④　社外役員に関する事項

１）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

笹嶋邦則氏は、取締役在任中、アイマッチング株式会社代表取締役を兼

職しておりました。なお、当社とアイマッチング株式会社との間には開示

すべき関係はありません。

監査役淺野省三氏は、淺野齋藤共同法律事務所の共同代表を兼職してお

ります。なお、当社と淺野齋藤共同法律事務所との間には開示すべき関係

はありません。

辰巳英城氏は、監査役在任中、辰巳英城会計事務所の代表を兼職してお

りました。なお、当社と辰巳英城会計事務所との間には開示すべき関係は

ありません。
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２）当事業年度における主な活動状況

地　位 氏　名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 笹 嶋 邦 則

取締役会における審議、報告に際して、金融面での豊富な知

識と経営に対する高い見識から発言を行っておりました。平

成24年10月３日退任までに開催された取締役会13回中13回出

席し、取締役会の席上以外でも、適時、代表取締役等に有益

な意見具申を行っておりました。

監 査 役 淺 野 省 三

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、弁護士

としての専門的見地から発言を行っております。当事業年度

開催の取締役会22回中22回、監査役会11回中10回に出席し、

取締役会・監査役会の席上以外でも、適時、代表取締役等に

有益な意見具申を行っております。

監 査 役 玉 置 和 則

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、会社経

営に携わった豊富な経験と見識から発言を行っております。

当事業年度開催の取締役会22回中22回、監査役会11回中11回

に出席し、取締役会・監査役会の席上以外でも、適時、代表

取締役等に有益な意見具申を行っております。

監 査 役 辰 巳 英 城

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、公認会

計士として財務関連を中心に専門的見地から発言を行ってお

りました。平成24年10月３日退任までに開催された取締役会

13回中13回、監査役会５回中５回に出席し、取締役会・監査

役会の席上以外でも、適時、代表取締役等に有益な意見具申

を行っておりました。

　　

３）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定によ

る、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に

基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。
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（4）会計監査人の状況

①　名称 監査法人やまぶき

　

②　報酬等の額

　 支 払 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 と し て の 報 酬 等 の 額 12,500千円

当 社 及 び 子 会 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う べ き 金 銭
そ の 他 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額

12,500千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求

に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とするこ

とといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

　

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。



2013/05/28 13:36:15 ／ 13913800_株式会社関門海_招集通知

業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当等の決定に関する方針

－ 14 －

（5）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決議内容は、以下のと

おりであります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

当社は、取締役及び使用人が法令及び定款に適合する職務を遂行するため

に、社内における行動規範を制定し、法令順守はもちろんのこと、社内にお

けるコンプライアンスに対する意識の向上に努める。

代表取締役はコンプライアンス担当役員及び内部監査人を任命し、内部監

査人は、コンプライアンス体制の調査、法令並びに定款上の問題の有無を調

査し、取締役会等においてこれを報告する。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理規程に基づき文書化又は電磁

的媒体に記録し、整理・保存する。その他、社内規程の定めるところに従い、

定められた期間適切に保存するとともに、必要に応じて取締役、監査役及び

監査法人等が閲覧・謄写可能な状況にて管理を行う。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

代表取締役は、当社におけるリスク管理に関する統括責任者を任命し、各

部署担当取締役とともに業務に付随するリスク管理を行う。各部署において

は、内在するリスクの把握、分析、評価を行った上、業務マニュアルを作成

しリスクマネジメントを行う。

内部監査人は、各部署ごとのリスク管理状況を監査し、結果を取締役会等

で報告する。新たなリスクが生じた場合に備え、予めリスク管理統括責任者

を中心に必要な対応方針を整備し、損失を最小限にとどめるための各部署間

の連携体制を構築しておく。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行を効率的に行うため、取締役会を毎月１回定時に開催

する他、適宜臨時に開催する。全社的な目標を定め共有し、各取締役は、当

該目標達成に向けて各部署における効率的な達成方法を定めるものとする。

運営の結果については、定時の取締役会で報告、検証、分析され、全社的

な業務効率化を図っていく。
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⑤　会社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社及び子会社における内部統制の構築を目指し、グループ全体の内部統

制部署を定めるとともに、内部統制に関する協議、情報の共有化、指示、要

請の伝達が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

現在、当社においては、監査役の職務を補助すべき使用人は配置していな

いが、必要に応じて監査役と協議の上、同使用人を配置することができるも

のとする。この場合、監査役より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人

は、その命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令を受けないもの

とし、また、当該使用人の任命・解任・評価・人事異動・賃金の改定等につ

いては、監査役の同意を得た上で決定するものとし独立性を確保する。

　

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への

報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

取締役又は使用人は、監査役に対して当社及び当社グループに重大な影響

を及ぼす事項、内部監査実施状況等につき速やかに報告するものとする。

監査役は、重要な意思決定の状況を把握するため、取締役会等の重要会議

に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を閲覧し、取締役

及び使用人に説明を求めることのできる体制を構築する。

　

（6）剰余金の配当等の決定に関する方針

当社グループは、当社株式を長期保有していただいております株主の皆様へ

の利益還元として積極的に配当を実施してまいりましたが、財務体質の強化を

最優先とすることが適切な経営判断であると考え、十分な内部留保が確保でき

るまでは無配とさせていただく予定であります。

　

(注)１．本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて、比率については表示単

位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しております。

２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成25年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 　 動 　 資 　 産 】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 　 定 　 資 　 産 】

（有 形 固 定 資 産）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

（無 形 固 定 資 産）

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【2,810,190】

1,249,845

157,899

1,090,472

14,571

43,134

261,840

△7,573

【1,855,096】

（1,075,729）

877,188

7,955

113,704

76,880

（6,793）

6,793

（772,572）

4,150

740,828

63,863

△36,269

【流　動　負　債】 【4,208,965】

買 掛 金 134,393

短 期 借 入 金 1,406,461

１年内返済予定の長期借入金 2,270,893

未 払 金 294,798

未 払 法 人 税 等 42,087

未 払 消 費 税 等 2,590

賞 与 引 当 金 21,840

そ の 他 35,901

【固　定　負　債】 【203,037】

長 期 借 入 金 139,261

そ の 他 63,776

負 債 合 計 4,412,003

純 資 産 の 部

【株　主　資　本】 【224,445】

資 本 金 596,896

資 本 剰 余 金 705,893

利 益 剰 余 金 △790,364

自 己 株 式 △287,980

【新 株 予 約 権】 【28,837】

純 資 産 合 計 253,283

資 産 合 計 4,665,286 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,665,286

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



2013/05/28 13:36:15 ／ 13913800_株式会社関門海_招集通知

連結損益計算書

－ 17 －

連 結 損 益 計 算 書

（平成24年４月１日から）平成25年３月31日まで
　 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 5,624,247

売 上 原 価 　 1,939,259

売 上 総 利 益 　 3,684,987

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 3,597,102

営 業 利 益 　 87,884

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 709 　

受 取 地 代 家 賃 26,823 　

受 取 和 解 金 93,785 　

そ の 他 11,931 133,249

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 80,971 　

増 資 関 連 費 用 54,992 　

そ の 他 27,442 163,406

経 常 利 益 　 57,727

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 33,222 　

そ の 他 919 34,141

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 7,081 　

固 定 資 産 売 却 損 605 　

店 舗 閉 鎖 損 失 64,382 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,682 　

減 損 損 失 3,974 78,726

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 13,142

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,737  

法 人 税 等 調 整 額 △43,134 △2,396

少数株主損益調整前当期純利益  15,539

当 期 純 利 益 　 15,539

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から）平成25年３月31日まで
（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成24年４月１日　期首残高 346,706 455,703 △805,904 △287,980 △291,474

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 250,190 250,190 　 　 500,380

当 期 純 利 益 　 　 15,539 　 15,539

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 250,190 250,190 15,539 － 515,919

平成25年３月31日　期末残高 596,896 705,893 △790,364 △287,980 224,445

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 純資産合計

　

その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利
益累計額合計

　

平成24年４月１日　期首残高 △2,010 △2,010 28,837 △264,646 　

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 　 　 　 500,380 　

当 期 純 利 益 　 　 　 15,539 　

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

2,010 2,010 　　 2,010 　

連結会計年度中の変動額合計 2,010 2,010 － 517,929  
平成25年３月31日　期末残高 － － 28,837 253,283  

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　３社

連結子会社の名称　　　　　　㈱関門福楽館

　　　㈱だいもん

　　　　　　　　　　　　　　㈱富士水産

２．持分法の適用に関する事項

持分法非適用の関連会社名

㈱ぐろーばる農園

　　上記の持分法非適用の関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

商品及び製品　　　　主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

原材料及び貯蔵品　　主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法

を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長５年）

によっております。
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③　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し

ております。

(4）その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　繰延資産の処理方法

　　株式交付費

　　支出時に全額費用として処理しております。

②　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

　

会計方針の変更に関する注記

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更して

おります。これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「賃貸原価」（当連

結会計年度は7,515千円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費

用」の「その他」に含めて表示することといたしました。

　なお、前連結会計年度の「営業外費用」の「賃貸原価」は6,113千円であります。
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

　 土地 113,704千円

　 建物 37,513千円

　 計 151,217千円

上記の担保付債務

長期借入金 47,387千円

１年内返済予定の長期借入金 152,934千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,494,334千円

　
連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 64,340株 31,750株 －株 96,090株

(注) 普通株式の増加31,750株は、第三者割当増資による普通株式の発行によるものであります。

２．自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 3,020株 －株 －株 3,020株

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

　　　該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　　　該当事項はありません。

４．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の

　目的となる株式の種類及び数

　　普通株式　15,799株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては金融機関からの借入、または新株発行による方針であります。デリバティブは、外貨

建取引に係る為替変動リスクを回避する目的に利用しており、投機的な取引は行わない方

針であります。

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金及び出店等に伴う差入保証金は、取引先の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、当社グループの取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を随時把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式のみを保有する方針

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時

価や発行会社の財政状態等の把握のための情報収集に努めております。

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に、長期借入金は主に設備投資に係る資金調

達を行う方針であります。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されているため、主

に固定金利により資金調達を行う方針であります。

デリバティブ取引の実行及び管理は、「デリバティブ取引内規」に従い、経営支援部が

行っており、また、この内規において取引権限の限度及び取引限度額等について取締役会

の決議で決定する旨が明示されており、当初の予測範囲外のリスクや損失が発生した場合

には、経営支援部長が直ちに取締役会に報告することとなっております。

なお、現在、当社グループでは、デリバティブ取引は行っておりません。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

  連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（（注）２．参照）また、重要性が乏しいものについては省略しております。

（単位：千円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,249,845 1,249,845 －

(2) 売掛金 157,899 157,899 －

(3) 差入保証金 24,857 21,654 △3,202

　資産計 1,432,602 1,429,399 △3,202

(1) 買掛金 134,393 134,393 －

(2) 短期借入金 1,406,461 1,406,461 －

(3) 未払金 294,798 294,798 －

(4) 長期借入金（※） 2,410,154 2,422,812 12,658

　負債計 4,245,807 4,258,465 12,658

（※）長期借入金には、１年以内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金並びに(2) 売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 差入保証金

　これらの時価は、将来キャッシュ・フローをリスクフリー・レートに信用スプレッドを

上乗せした割引率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金並びに(3) 未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
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(4) 長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

　（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,150

差入保証金 715,970

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから含めておりません。また、差入保証金のうち、返還予定日が合理的に見積もれず、時価

を把握することが極めて困難と認められるものについては、「資産(3) 差入保証金」には含め

ておりません。

　

　（注）３．金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 1,249,845 － － －

売掛金 157,899 － － －

差入保証金 － 17,177 7,679 －

　

　（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 2,270,893 31,998 72,524 6,324 6,324 22,091
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賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　  　当社は、大阪府八尾市において賃貸用の工場（八尾商品センター）を有しておりました

が、平成24年８月31日付けにて当該物件の全てを売却しております。当連結会計年度にお

ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は15,819千円（受取地代家賃は営業外収益に、主

な賃貸原価は営業外費用に計上）、売却損益は32,554千円（特別利益に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

300,495千円 △300,495千円 －千円 －千円

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度の主な減少額は賃貸等不動産の売却(300,495千円)であります。

　

減損損失に関する注記

　減損損失を認識したグループ

　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。

場 所 用 途 種 類 減 損 損 失 （ 千 円 ）

神奈川県１店舗 店 舗
建 物 及 び 構 築 物 3,807

そ の 他 167

合 計 3,974

　　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に直営店舗を基本

単位としてグルーピングを行っております。

　　当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、帳簿価額を将来にわたり回

収する可能性がないと判断した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しました。なお、当該資産の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、直営店舗については正味売却価額を零として算定しております。

　

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,411円57銭

２．１株当たり当期純利益 176円89銭

　
重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。 
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貸　借　対　照　表
（平成25年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 　 動 　 資 　 産 】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 　 定 　 資 　 産 】

（有 形 固 定 資 産）

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

（無 形 固 定 資 産）

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【2,578,494】

1,176,561

154,859

946,452

10,955

61,012

42,728

126,486

61,969

15,874

△18,406

【1,776,663】

（893,206）

794,986

18,835

6,649

346

72,389

（6,548）

2,566

864

3,116

（876,908）

4,150

30,000

96

661,687

15,663

630,734

16,966

△482,389

【流　動　負　債】 【3,858,102】

買 掛 金 72,095

短 期 借 入 金 1,406,461

１年内返済予定の長期借入金 2,034,199

リ ー ス 債 務 3,186

未 払 金 248,398

設 備 未 払 金 2,344

未 払 費 用 5,448

未 払 法 人 税 等 38,211

預 り 金 18,819

前 受 収 益 3,733

賞 与 引 当 金 21,081

そ の 他 4,123

【固　定　負　債】 【256,841】

長 期 借 入 金 91,874

長 期 前 受 収 益 876

リ ー ス 債 務 4,902

債務保証損失引当金 102,978

預 り 保 証 金 55,830

そ の 他 380

負 債 合 計 4,114,944

純 資 産 の 部

【株　主　資　本】 【211,375】

資 本 金 596,896

資 本 剰 余 金 705,893

資 本 準 備 金 295,781

その他資本剰余金 410,111

利 益 剰 余 金 △803,434

その他利益剰余金 △803,434

繰越利益剰余金 △803,434

自 己 株 式 △287,980

【新 株 予 約 権】 【28,837】

純 資 産 合 計 240,213

資 産 合 計 4,355,157 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,355,157

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成24年４月１日から）平成25年３月31日まで
　 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 4,573,739

売 上 原 価 　 1,428,441

売 上 総 利 益 　 3,145,297

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 3,026,035

営 業 利 益 　 119,262

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 4,213 　

受 取 地 代 家 賃 26,823 　

経 営 指 導 料 15,600 　

受 取 和 解 金 93,785 　

そ の 他 11,440 151,862

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 75,232 　

増 資 関 連 費 用 54,992 　

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 54,168 　

そ の 他 21,467 205,861

経 常 利 益 　 65,263

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 32,711 　

そ の 他 919 33,630

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 6,029 　

固 定 資 産 売 却 損 605 　

店 舗 閉 鎖 損 失 61,687 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,682 　

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 25,179 96,183

税 引 前 当 期 純 利 益 　 2,710

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 36,857 　

法 人 税 等 調 整 額 △42,728 △5,871

当 期 純 利 益 　 8,581

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から）平成25年３月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主 資 本
合 計

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本
剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

平成24年４月１日　期首残高 346,706 45,591 410,111 455,703 △812,016 △812,016 △287,980 △297,586

事 業 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 250,190 250,190 　 250,190   　 500,380

当 期 純 利 益 　 　 　 　 8,581 8,581 　 8,581

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 250,190 250,190 － 250,190 8,581 8,581 － 508,961

平成25年３月31日　期末残高 596,896 295,781 410,111 705,893 △803,434 △803,434 △287,980 211,375

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

　

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

　

平成24年４月１日　期首残高 △2,010 △2,010 28,837 △270,758 　

事 業 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 　 　 　 500,380 　

当 期 純 利 益 　 　 　 8,581 　

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

2,010 2,010 　 2,010 　

事業年度中の変動額合計 2,010 2,010 － 510,971 　

平成25年３月31日　期末残高 － － 28,837 240,213 　

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表　

　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品　　　　主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。

原材料及び貯蔵品　　主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に

よっております。

(3）リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(2) 債務保証損失引当金

関係会社等への債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、

損失負担見込額を計上しております。

(3）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しており

ます。
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

　　株式交付費

　　支出時に全額費用として処理しております。

(2) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

　

会計方針の変更に関する注記

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによ

る損益に与える影響は軽微であります。

　

表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

　前事業年度において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収消費税

等」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、独立掲記しました。

　なお、前事業年度の「未収消費税等」は９千円であります。　

（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「賃貸原価」（当事業年

度は7,515千円）は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その

他」に含めて表示することといたしました。

　なお、前事業年度の「営業外費用」の「賃貸原価」は6,113千円であります。

　

　貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,121,175千円

２．関係会社に対する金銭債権債務には、区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　 短期金銭債権 14,280千円

　 短期金銭債務 867千円

３．偶発債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　 ㈱だいもん 181,102千円

　

　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高　　営業取引による取引高 11,980千円

　　　　　　　　　　　営業取引以外の取引高 20,375千円
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　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 3,020株 －株 －株 3,020株

　

　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 　

　 関係会社株式評価損 129,220千円

　 減価償却超過額 43,777千円

　 貸倒引当金 170,768千円

　 繰越欠損金 77,058千円

　 債務保証損失引当金 36,557千円

　 その他 77,077千円

　 繰延税金資産小計 534,459千円

　 評価性引当額 △491,730千円

　 繰延税金資産合計 42,728千円
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　関連当事者との取引に関する注記

１．法人主要株主等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

主要株主
ＧＴＲブリック
グループホール
ディングス㈱

所有
直接34.1％
（注３）

資 金 の 貸 付 資金の貸付(注２) 130,000 短期貸付金 －

２．子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社 ㈱関門福楽館
所有
直接100％

資金の貸付　
役員の兼任１名

経 営 指 導 料 12,000 － －

資金の貸付(注２) －
関 係 会 社
長期貸付金 54,896

子会社 ㈱ だ い も ん
所有
直接100％

資金の貸付　
役員の兼任２名

債 務 保 証 ( 注 １ ) 284,081 － －

資金の貸付(注２) 58,000
関 係 会 社
長期貸付金 217,500

子会社 ㈱ 富 士 水 産
所有
直接100％

資金の貸付　
役員の兼任１名

資金の貸付(注２) －
関 係 会 社
長期貸付金 358,488

(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております｡なお、取引条件及び取引条件の決定方針等については以下のとおりでありま

す｡

１．債務保証については、銀行から受けた融資に対して保証をしたものであります。

２．主要株主及び子会社に対する貸付につきましては、市場金利を勘案して利率を決定してお

ります。なお、担保は受け入れておりません。

３．ＧＴＲブリックグループホールディングス㈱は、平成24年９月14日をもちまして当社の主

要株主ではなくなっており、当事業年度末において当社株式は保有しておりません。なお、

貸付金に関しては全額回収しております。

４．子会社への債権に対し、合計457,059千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業

年度において、合計48,711千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

５．子会社への債務保証に対し、合計102,978千円の債務保証損失引当金を計上しております。

また、当事業年度において、合計25,179千円の債務保証損失引当金繰入額を計上しており

ます。
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　１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,271円14銭

２．１株当たり当期純利益 97円68銭

　

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

　連結配当規制適用会社に関する注記

　当社は、連結配当規制適用会社であります。

　　

　新株予約権に関する注記

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成16年3月

ストック・オプション
平成16年11月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション
平成18年５月

ストック・オプション
平成20年２月

ストック・オプション(注)2
平成21年２月

ストック・オプション

付与対象者の
区分及び人数

当社取締役　　　　 ６名
当社監査役　　　　 １名
当社従業員　　　　 21名
当社外部事業協力者 １名

当社取締役　　　　 ６名
当社監査役　　　　 １名
当社従業員　　　　 30名
当社外部事業協力者 １名

当社取締役　　　　 ９名
当社監査役　　　　 ２名
当社従業員　　　　 26名

当社外部事業協力者 ５名
当社取締役　　　　　 ５名
当社完全子会社取締役 １名

当社取締役　　　　   ７名
当社完全子会社取締役 ６名
当社従業員           １名
当社完全子会社従業員 １名

ストック・オプ
ションの数(注)1

普通株式　2,000株 普通株式　572株 普通株式　2,800株 普通株式　200株 普通株式　1,000株 普通株式　550株

付 与 日 平成16年３月31日 平成16年11月29日 平成18年４月19日 平成18年５月31日 平成20年２月19日 平成21年２月19日

権利確定条件

付与日（平成16年
３月31日）以降、
権利確定日（平成
18年３月31日）ま
で継続して勤務又
は従事しているこ
と。

付与日（平成16年
11月29日）以降、
権利確定日（平成
18年11月29日）ま
で継続して勤務又
は従事しているこ
と。

付与日（平成18年
４月19日）以降、
権利確定日（平成
20年４月30日）ま
で継続して勤務し
ていること。

付与日（平成18年
５月31日）以降、
権利確定日（平成
20年４月30日）ま
で継続して従事し
ていること。

付与日（平成20年
２月19日）以降、
権利確定日（平成
22年２月28日）ま
で継続して従事し
ていること。

付与日（平成21年
２月19日）以降、
権利確定日（平成
23年２月28日）ま
で継続して従事し
ていること。

対象勤務期間
２年間

(自平成16年３月31日
至平成18年３月31日)

２年間
(自平成16年11月29日
至平成18年11月29日)

２年間
(自平成18年４月19日
至平成20年４月30日)

―――――
２年間

(自平成20年２月19日
至平成22年２月28日)

２年間
(自平成21年２月19日
至平成23年２月28日)

権利行使期間
平成18年４月１日から
平成26年２月24日まで

平成18年11月30日から
平成26年11月28日まで

平成20年５月１日から
平成28年２月23日まで

平成20年５月１日から
平成28年２月23日まで

平成22年３月１日から
平成29年１月31日まで

平成23年３月１日から
平成26年２月28日まで

(注)１．株式数に換算して記載しております。

２．平成20年２月19日付与のストック・オプションの権利行使期間につきましては付与対象

者との個別契約上は、平成22年３月１日から平成25年１月31日までとなっております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　
平成16年３月

ストック・オプション
平成16年11月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション
平成18年５月

ストック・オプション
平成20年２月

ストック・オプション
平成21年２月

ストック・オプション

権利確定前（株） 　 　 　 　 　 　

期首 － － － － － －

付与 － － － － － －

失効 － － － － － －

権利確定 － － － － － －

未確定残 － － － － － －

権利確定後（株） 　 　 　 　 　 　

期首 276 348 1,075 200 950 350

権利確定 － － － － － －

権利行使 － － － － － －

失効 － － － － － －

未行使残 276 348 1,075 200 950 350

(注) 平成17年３月１日に１株を２株に、平成18年１月20日に１株を２株に株式分割しております

ので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。

②　単価情報

　
平成16年３月

ストック・オプション
平成16年11月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション
平成18年５月

ストック・オプション
平成20年２月

ストック・オプション
平成21年２月

ストック・オプション

権利行使価格（円） 12,500 15,000 212,000 223,283 101,640 86,946

行使時平均株価（円） － － － － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － － － 21,714 15,099

　

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　該当事項はありません。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させ

る方法を利用しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月20日　
　株式会社関門海 　
　 取締役会　御中 　

　 監査法人やまぶき 　

　

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 岡 朋 晃 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 若　林　準之助 
　

　 　
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社関門海の平

成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

　
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。
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　監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社関門海及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月20日　
　株式会社関門海 　
　 取締役会　御中 　
　 監査法人やまぶき 　

　

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 岡 朋 晃 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 若　林　準之助 
　

　 　
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社関門

海の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第25期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

　　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　　

当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第25期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事

業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人やまぶきの監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人やまぶきの監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

　

　

　平成25年５月22日 　

　 株 式 会 社 関 門 海 　 監 査 役 会 　

　

常勤監査役 阿 井 公 宗 

社外監査役 淺 野 省 三 

社外監査役 玉 置 和 則 

　

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

　第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　　　　当社は、平成24年２月24日開催の当社定時株主総会において株主様から

ご承認いただきましたＡ種優先株式の発行に関し、払込期日である平成24

年３月14日までに割当先からの払込みがなかったため、発行を中止してお

ります。これにより、現在、当社が発行している株式は普通株式のみであ

り、また、今後Ａ種優先株式を発行する予定もないことから、Ａ種優先株

式の発行を前提とする規定の削除等所要の変更を行うものであります。

２．変更の内容

　　変更の内容は次のとおりであります。
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（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第２章　株　式

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

240,000株とし、普通株式及びＡ種

優先株式の発行可能種類株式総数

は、それぞれ239,999株及び１株と

する。

（Ａ種優先株式の内容）

第６条の２　当会社が発行するＡ種優先株式

の内容は、次項以降に定めると

おりとする。

２　優先配当金

（１）当会社は、本定款第35条第１項に定め

る日を基準日として剰余金の配当を行

うときは、当該基準日の最終の株主名

簿に記載又は記録されたＡ種優先株式

を有する株主（以下、「Ａ種優先株

主」という。）又はＡ種優先株式の登

録株式質権者（以下、「Ａ種優先登録

株式質権者」という。）に対し、当該

基準日の最終の株主名簿に記載又は記

録された普通株式を有する株主（以下､

「普通株主」という。）又は普通株式

の登録株式質権者（以下、「普通登録

株式質権者」という。）に先立ち、Ａ

種優先株式１株につき、Ａ種優先株式

１株当たりの払込金額相当額（ただし､

Ａ種優先株式につき、株式の分割､株式

無償割当て、株式の併合又はこれに類

する事由があった場合には、適切に調

整される。以下、「Ａ種優先株式払込

金額」という。）に３％を乗じて算出

した額の金銭（円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を切り上げ

第２章　株　式

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

240,000株とする。

　

　

　

（削除）
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現 行 定 款 変 更 案

　　　る。）（以下､「Ａ種優先配当金」という。）の配当を行う。ただ

し、当該基準日の属する事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種

優先登録株式質権者に対して第３項に定めるＡ種優先中間配当金

を支払ったときは、その額を控除した額とする。また、平成24年

３月31日に終了する事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先

配当金の額は、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式払込金額

に３％を乗じて得られる額に、平成24年３月14日（同日を含む｡)

より平成24年３月31日（同日を含む｡)までの日数を乗じ、365で除

して算出した額(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を切り上げる｡)とする。

（２）累積条項（累積型）

　　　ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者

に対して配当する剰余金の額がＡ種優先配当金の額に達しないと

きは、その不足額は、翌事業年度以降に累積する。累積した不足

額（１株当たりの累積未払金を以下、「Ａ種累積未払配当金」と

いう。)については、当該翌事業年度以降、各事業年度のＡ種優先

配当金の支払並びに普通株主及び普通登録株式質権者に対する剰

余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者

に対して配当を行う。

（３）非参加条項（非参加型）

　　　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先

配当金及びＡ種累積未払配当金を超えて配当は行わない。

３　優先中間配当金

　　　当会社は、本定款第35条第２項に定める日を基準日として中間配

当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、当該基準

日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１

株当たりの払込金額相当額に1.5％を乗じて算出した額の金銭によ

る剰余金の配当（かかる配当により支払われる金銭を「Ａ種優先

中間配当金」という。）を行う。

４　残余財産の分配（優先・非参加型）

（１）当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優

先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質権者に先

立ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先株式払込金額にＡ種累積
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　　　未払配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。

（２）Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほ

か残余財産の分配は行わない。

５　議決権

（１）Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き株主総会に

おいて議決権を有しない。

（２）当会社が、会社法第322条第１項各号に挙げる行為をする場合にお

いては、法令に別段の定めがある場合を除くほか、Ａ種優先株主

を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

６　株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等

（１）当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について株式

の分割又は株式の併合を行わない。

（２）当会社は、Ａ種優先株式について、募集株式、募集新株予約権又

は新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えず、また株式無

償割当又は新株予約権無償割当は行わない。

７　金銭を対価とする取得請求権

　　　Ａ種優先株主は、法令上可能な範囲で、かつ本項に基づく取得請

求日における当会社の分配可能額の50％（以下、「取得限度額」

という。）を限度として、当会社に対して、金銭の交付と引換え

に、有するＡ種優先株式の全部の取得請求をすることができるも

のとし、当会社はＡ種優先株主が取得請求をしたＡ種優先株式を

取得するのと引換えに、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先株式払

込金額にＡ種累積未払配当金相当額を加算した額の金銭を、当該

Ａ種優先株主に対して交付するものとする。ただし、取得限度額

を超えてＡ種優先株主から本項に基づくＡ種優先株式の取得請求

がなされた場合、取得すべきＡ種優先株式は、按分比例の方法（た

だし、１株未満の端数は切り捨てる。）により決定する。

８　普通株式を対価とする取得請求権

　　　Ａ種優先株主は、当会社取締役会が定める10年以内の期間（以下、

「取得請求期間」という。）いつでも、当会社に対して、当会社

の普通株式の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部の

取得請求をすることができるものとし、当会社は、Ａ種優先株主

が取得請求をしたＡ種優先株式を取得するのと引換えに、下記

(１)に定めるところに従って算出される数の当会社の普通株式を、

当該Ａ種優先株主に対して交付するものとする。ただし、取得請
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　　　求の日において、請求対象普通株式数が、当会社の発行可能株式

総数より発行済株式の総数を控除して得られた株式数を上回る場

合には、当会社は、当該株式数の範囲内において、かかる交付す

る普通株式の数が最大となるように、取得請求された株式の数に

応じた按分比例その他当会社取締役会が決定する方法により、当

該取得請求にかかるＡ種優先株式を取得する。なお、上記に従い

取得されなかったＡ種優先株式については、取得請求がなされな

かったものとみなす。

（１）Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

　　　Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数は、以下

の算式により算出される最大整数とする。

取得と引換えに交付すべき

普通株式の数
＝

Ａ種優先株主が取得の請求

をしたＡ種優先株式の数に

Ａ種優先株式払込金額を乗

じた額

÷ 取得価額

　　　交付すべき株式数の算出にあたって１株未満の端数を生じたとき

は、会社法第167条第３項に従い、これを切り捨てたうえ、同項に

定める金銭をＡ種優先株式の取得を請求したＡ種優先株主に交付す

るものとする。

（２）取得価額

　イ　当初取得価額

　　　取得価額は、Ａ種優先株式の発行に関する取締役会決議日前日の

終値の95％（以下、「当初取得価額」という。）とする。

　ロ　取得価額の修正

　　　取得価額は、取得請求期間において、当該取得請求日における時

価（以下に定義される。）の90％（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。）に相当する額に修正され

る(以下、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」という｡)｡

ただし、修正後取得価額が当初取得価額の50％に相当する額（た

だし、下記ハの調整を受ける。以下、「下限取得価額」という。）

を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取

得価額が当初取得価額の150％に相当する額（ただし、下記ハの調

整を受ける。以下、「上限取得価額」という。）を上回る場合は、

修正後取得価額は上限取得価額とする。取得請求日における時価

は、取得請求日に先立つ５日連続取引日（以下､「時価算定期間」
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　　　という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の

普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のな

い日数を除く。また、円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する｡）とする。なお、時価算定期間に下記ハで

定める取得価額の調整の原因となる事由が生じた場合、上記平均

値は下記ハに準じて調整される。

　ハ　取得価額の調整

　 (a)当会社は、下記(b)に掲げるいずれかの事由が発生した場合には、

以下に定める算式（以下、「取得価額調整式」という｡)をもって

取得価額（上限取得価額及び下限取得価額を含む｡)を調整する｡

　　　調整後取得価額＝

調整前取得価額 ×
既発行普通株式 ＋

新規発行・処分

普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数

　　　取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。

　　　取得価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に

下記(b)(ⅰ)ないし(ⅳ)の各取引にかかる基準日が定められている

場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整

後の取得価額を適用する日の１ヵ月前の日における当会社の発行

済普通株式数から当該日における当会社の有する普通株式を控除

したものとする。

　　　取得価額調整式で使用する「新規発行・処分普通株式数」は、普

通株式の株式分割が行われる場合には、株式の分割により増加す

る普通株式数（基準日における当会社の有する普通株式に関して

増加した普通株式数を含まない。）とし、普通株式の併合が行わ

れる場合には、株式の併合により減少する普通株式数（効力発生

日における当会社の有する普通株式に関して減少した普通株式数

を含まない。）を負の値で表示して使用するものとする。

　　　取得価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」は、下記(b)

(i)の場合は当該払込金額（金銭以外の財産を出資の目的とする場

合には適正な評価額、無償割当ての場合は０円とする｡）、下記

(b)(ⅱ)及び(ⅳ)の場合は０円とし、下記(b)(ⅲ)の場合は下記(b)

(ⅴ)で定める対価の額とする。
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　 (b)取得価額調整式によりＡ種優先株式の取得価額の調整を行う場合

及びその調整後の取得価額の適用時期については、以下に定める

ところによる。

　　　(ⅰ)下記(d)に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を交

付する場合（無償割当の場合を含む。）（ただし、当会社の

交付した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条

項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。

以下本ハにおいて同様。）の取得と引換えに交付する場合又

は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同様。）その他

の証券もしくは権利の転換、交換又は行使により交付する場

合を除く。）調整後の取得価額は、払込期日（募集に際して

払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日とする。

以下同様。）又は無償割当の効力発生日の翌日以降これを適

用する。ただし、当会社普通株主に募集株式の割当てを受け

る権利を与えるため又は無償割当のための基準日がある場合

は、その日の翌日以降これを適用する。

　　　(ⅱ)普通株式の株式分割をする場合

　　　　　調整後の取得価額は、普通株式の株式分割のための基準日の

翌日以降これを適用する。

　　　(ⅲ)取得請求権付株式、取得条項付株式もしくは取得条項付新株

予約権であって、その取得と引換えに下記(d)に定める時価

を下回る対価（以下に定義される。）をもって普通株式を交

付する定めがあるものを交付する場合（無償割当の場合を含

む。）、又は下記(d)に定める時価を下回る対価をもって普

通株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券もしくは

権利を交付する場合（無償割当の場合を含む。）調整後の取

得価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式も

しくは取得条項付新株予約権、又は新株予約権その他の証券

もしくは権利（以下、「取得請求権付株式等」という。）の

すべてが当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株

式が交付されたものとみなして取得価額調整式を準用して算

出するものとし、交付される日又は無償割当の効力発生日の

翌日以降これを適用する。ただし、普通株主に取得請求権付

株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当のた
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　　　　　めの基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する｡

　　　(ⅳ)普通株式の併合をする場合

　　　　　調整後の取得価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適

用する。

　　　(ⅴ)上記(ⅲ)における対価とは、取得請求権付株式等の交付に際

して払込みその他の対価関係にある支払がなされた額（時価

を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約

権の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加

えた額とする｡）から、その取得、転換、交換又は行使に際

して取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外

の財産の価額を控除した金額を、その取得、転換、交換又は

行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

　 (c)上記(b)に定める取得価額の調整を必要とする場合以外にも、以下

に掲げる場合には、当会社は、必要な取得価額の調整を行う｡

　　　(ⅰ)当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割によ

る当該会社の権利義務の全部又は一部の承継、又は他の株式

会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部

の取得のために取得価額の調整を必要とするとき。

　　　(ⅱ)取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方

の事由に基づく調整後の取得価額の算出にあたり使用すべき

時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。

　　　(ⅲ)その他当会社が取得価額の調整を必要と認めるとき。

　 (d)取得価額調整式で使用する時価は、取得価額調整式においては調

整後の取得価額を適用する日に先立つ45取引日に始まる30取引日

の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

　 (e)取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価

額との差額が１円未満の場合は、取得価額の調整は行わないもの

とする。ただし、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて､

その後の調整の計算において斟酌される。

　 (f)取得価額の調整が行われる場合は、当会社は、Ａ種優先株主又は

Ａ種優先登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整

前取得価額、調整後取得価額及びその適用の日その他必要な事項
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　　　を決定後直ちに通知する。

９　金銭を対価とする取得条項

　　　当会社は、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先株式払込金額及びＡ

種累積未払配当金相当額を合計した額の金銭を交付するのと引換

えに、Ａ種優先株式の発行後に当会社が取締役会の決議で別に定

める日が到来することをもって、当該日における当会社の分配可

能額の50％（ただし、法令の定める限度額の範囲とする。）を限

度として、Ａ種優先株式の全部を取得することができる。

10　普通株式を対価とする取得条項

（１）当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない

Ａ種優先株式の全てを、取得請求期間の末日の翌日（以下、「一

斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えに、Ａ種優

先株主に対し、その有するＡ種優先株式数にＡ種優先株式払込金

額を乗じた額を下記(２)に定める一斉取得価額で除した数の普通

株式を交付するものとする。

（２）一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ５連続取引日（一斉取得日

を含まず、終値のない日は取引日に含まれない。)の株式会社東京

証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平

均値に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する。）とし、当該価額が下限取得価額を下回

る場合は、下限取得価額とし、当該価額が上限取得価額を上回る

場合は、上限取得価額とする｡

（３）上記(１)の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生

じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取り扱う｡

１１　譲渡制限

　　　Ａ種優先株式の譲渡については、当会社取締役会の承認を要する

ものとする｡

第３章　株主総会

（種類株主総会）

第14条の２　第11条、第12条、第14条の規定は、種類株主総会にこれを

準用する｡

　　　　２　第13条第１項の規定は、会社法第324条第１項の規定による

種類株主総会の決議にこれを準用する。

　　　　３　第13条第２項の規定は、会社法第324条第２項の規定による

種類株主総会の決議にこれを準用する。

（削除）

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

第３章　株主総会

（削除）
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取締役選任議案

－ 50 －

　第２号議案　取締役３名選任の件

取締役全員（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社株
式の種類及び数

１
た

田
なか

中 　
ただし

正
(昭和38年３月８日生)

平成10年６月　㈱珈琲館入社

平成14年７月　㈱ネクストジャパン（現㈱ネクストジ

ャパンホールディングス）専務取締役

平成18年７月　㈱アンビシャス代表取締役

平成19年３月　㈱カネジ（㈱トドクックへ商号変更）

代表取締役社長

平成20年２月　当社取締役

平成22年２月　当社専務取締役グループ営業本部長

平成23年12月　㈱だいもん代表取締役社長（現任）

平成23年12月　当社代表取締役社長（現任）

平成24年２月　㈱富士水産代表取締役社長（現任）

普通株式
150株

２
おお

大
むら

村 　
み

美
ち

智
や

也
(昭和41年１月11日生)

昭和60年４月　ふぐ半入店

平成元年５月　当社入社

平成16年６月　当社取締役（現任）

平成19年１月　当社商品管理部長

平成20年２月　当社玄品ふぐ事業部長

平成23年９月　㈱関門福楽館取締役（現任）

平成23年12月　㈱だいもん取締役（現任）

平成23年12月　当社営業本部長（現任）

普通株式
66株

３
ほん

本
だ

多
しょう

正
じ

嗣
(昭和31年６月１日生)

平成２年９月　ふぐ一開業

平成11年11月　当社入社

平成16年６月　当社監査役

平成18年２月　当社取締役（現任）

平成19年１月　当社商品調達・物流部長

平成23年12月　当社調達物流本部長（現任）

普通株式
58株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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監査役選任議案

－ 51 －

第３号議案　監査役２名選任の件

監査役である淺野省三氏及び玉置和則氏は、本株主総会終結の時をもって任

期満了となります。つきましては、新たに監査役２名の選任をお願いするもの

であります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社株
式の種類及び数

１
※

こん

近
どう

藤
ゆき

行
ひろ

弘
(昭和32年9月22日生)

平成３年４月　弁護士登録

平成７年２月　近藤行弘綜合法律事務所開業

　　　　　　　同事務所代表（現任）

－株

２
※

お

小
だ

田
とし

利
あき

昭
(昭和33年8月30日生)

平成元年10月　公認会計士登録　

平成３年９月　税理士登録

平成３年10月　公認会計士小田事務所開業

　　　　　　　同事務所代表（現任）

平成15年７月　清稜監査法人代表社員（現任）

－株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

　　　２．両候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　３．近藤行弘氏及び小田利昭氏は社外監査役候補者であります。

　　　４．近藤行弘氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての高い見識と幅広い経験

を当社の監査体制の強化に活かしていただき、法律専門家としての見地から適切な助言

をいただきたいためです。なお、同氏は過去に直接会社の経営に関与した経験はありま

せんが、上記の理由により、当社の社外監査役としてその職務を適切に遂行できるもの

と判断し選任をお願いするものであります。

　　　５．小田利昭氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士として財務関連

を中心に高い知識と幅広い経験をもっており、経営の監視や適切な助言をいただきたい

ためです。なお、同氏は過去に直接会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の

理由により、当社の社外監査役としてその職務を適切に遂行できるものと判断し選任を

お願いするものであります。

　　　６．当社は、近藤行弘氏及び小田利昭氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、損

害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。

　　　７．近藤行弘氏及び小田利昭氏は、㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満

たしており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

以　上　
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地図

株主総会会場ご案内図
　

　　　　　　 　場　所　大阪市住吉区住吉二丁目９番89号

　　　　住吉大社吉祥殿１階「明石の間」
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交　通　●南海電鉄　南海本線「住吉大社」駅から東へ徒歩約３分

南海高野線「住吉東」駅から西へ徒歩約５分

※「なんば」駅から「住吉大社」駅・「住吉東」駅まで約10分

　

●阪堺電気軌道鉄道（路面電車）

阪堺線「住吉」駅から徒歩すぐ

上町線「住吉公園」駅から徒歩約２分

※天王寺・阿倍野方面から「住吉」駅まで約15分　




